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�愛媛県告示第９５５号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１１条第１項の規定に基づき、次の薬物を知事指定薬物として

指定する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 薬物の名称

� エチル＝２―［１―（４―フルオロベンジル）―１Ｈ―イン

ダゾール―３―カルボキサミド］―３―メチルブタノアート

�愛媛県告示第９５４号
次のとおり落札者を決定した。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

愛媛県自治体情報セキュリティクラ
ウド構築業務の委託 一式

愛媛県企画振興部
政策企画局情報政
策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２８年８月５日
株式会社ＳＴＮｅｔ
香川県高松市春日町１７
３５番地３

７６７，８８０円 一般競争入札 平成２８年６月２１日

毎週（火・金）曜日発行 第２８０２号 平成２８年８月２６日

平成２８年８月２６日金曜日 第２８０２号

愛 媛 県 報

６４０
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（通称名EMB―FUBINACA）及びその塩類

� Ｎ―（１―アミノ―１―オキソ―３―フェニルプロパン―２

―イル）―１―（シクロヘキシルメチル）―１Ｈ―インダゾー

ル―３―カルボキサミド（通称名APP―CHMINACA、PX―３）

及びその塩類

� ３―メトキシ―２―（メチルアミノ）―１―（４―メチルフ

ェニル）プロパン―１―オン（通称名Mexedrone、４―MMC

―OMe）及びその塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物

２ 指定の理由

条例第２条第７号の薬物のうち、県の区域内において濫用され

るおそれがあると認めるため。

３ 効力発生の日

平成２８年８月２７日

�������
�愛媛県告示第９５８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに東温市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグコスモス東温店

東温市野田２丁目１０４－１、１０４－３、１０５－１、１０６－１、１０

７－１

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

オリックス株式会社

東京都港区浜松町２丁目４番１号

取締役兼代表執行役 井上 亮

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２９年４月６日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４１０．３平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

４７台

イ 駐輪場の収容台数

２０台

ウ 荷さばき施設の面積

２７平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

�愛媛県告示第９５６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９５７号
社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）附則第４条第２項の規定により、次のとおり登録研修機関の登録をした。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

木屋薬局 八幡浜市１５２６ �世 和孝 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２８年
８月１日

みゆき薬局 宇和島市御幸町２丁目１－１３ 愛ファーマシー株式会社 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２８年
８月１日

登録を受けた者の名称

かくたん

喀痰吸引等研修の業務を行う事業所
登録年月日

かくたん

喀痰吸引等研修の課程
名 称 所 在 地

株式会社プレゼンス・メディ
カル

株式会社プレゼンス・メディ
カル

神奈川県横浜市港北区新横浜
３－１９－５新横浜第二センタ
ービル７ＦＥＡＰオフィスＲ
ＥＳＩＬＩＥＮＣＹ

平成２８年８月１６日

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭
和６２年厚生省令第４９号）別表第１第１号の
基本研修及び同表第２号の実地研修並びに
別表第２第１号の基本研修及び同表第２号
の実地研修

ほけんし株式会社 ほけんし株式会社 東京都台東区元浅草３－１９－
９ＭＩビル１Ｆ 平成２８年８月１６日

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭
和６２年厚生省令第４９号）別表第１第１号の
基本研修及び同表第２号の実地研修並びに
別表第２第１号の基本研修及び同表第２号
の実地研修

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号

６４１
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９立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２８年８月５日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに東温市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９５９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ケーズデンキ今治店 今治市中寺字�信２７
０番地１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名 株式会社ビッグ・エ

ス
代表取締役
大坂 尚登

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
岡田 達也

平成２８年
６月１７日

平成２８年
７月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９６０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号

６４２
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大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ケーズデンキ新居浜店 新居浜市東田３丁目
乙１１番２５ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名 株式会社ビッグ・エ

ス
代表取締役
大坂 尚登

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
岡田 達也

平成２８年
６月１７日

平成２８年
７月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９６１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ケーズデンキ東予店 西条市周布７００番１ 大規模小売店舗の名称及び所
在地

ケーズデンキ東予パ
ワフル館
西条市周布６９７番１
外

ケーズデンキ東予店
西条市周布７００番１

平成２２年
１１月２５日

平成２８年
７月２７日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
大坂 尚登

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
岡田 達也

平成２８年
６月１７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名及
び住所

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
大坂 靖彦
香川県高松市春日町
１６２７番地１

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
大坂 尚登
香川県高松市多肥上
町１２１０番地

平成２０年
６月２３日

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
大坂 尚登
香川県高松市多肥上
町１２１０番地

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
岡田 達也
香川県高松市多肥上
町１２１０番地

平成２８年
６月１７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号

６４３
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�愛媛県告示第９６２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＮＥＣＡＰ松山複合商業
施設

松山市問屋町１６３番
２ 大規模小売店舗の名称 （仮称）ＮＥＣＡＰ

松山複合商業施設
ＮＥＣＡＰ松山複合
商業施設

平成２８年
３月２４日

平成２８年
７月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
大坂 尚登

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
岡田 達也

平成２８年
６月１７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９６３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ケーズデンキ宇和島店・
ドラッグコスモス宇和島
北店

宇和島市伊吹町字小
倉甲１３９０番地１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名 株式会社ビッグ・エ

ス
代表取締役
大坂 尚登

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
岡田 達也

平成２８年
６月１７日

平成２８年
７月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号

６４４
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�愛媛県告示第９６５号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第７条の規定に基づき、次

のとおり肥料の登録をした。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９６６号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第７条の規定に基づき、次

のとおり肥料の登録をした。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９６７号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９６８号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

�愛媛県告示第９６４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ケーズデンキ大洲店 大洲市若宮１４２０番２
号 外 大規模小売店舗の名称 （仮称）ケーズデン

キ大洲店 ケーズデンキ大洲店 平成２４年
１１月２２日

平成２８年
７月２７日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名 株式会社ビッグ・エ

ス
代表取締役
大坂 尚登

株式会社ビッグ・エ
ス
代表取締役
岡田 達也

平成２８年
６月１７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜

支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

登録年
月日

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２８
年８月
８日

愛媛県
第１２８８
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

１５苦土
炭酸石
灰

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

シーシーエフジ
ャパン有限会社
愛知県岡崎市市
場町字東町１３番
地

平成２８
年８月
８日

愛媛県
第１２８９
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

１５粒状
苦土炭
酸石灰

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

シーシーエフジ
ャパン有限会社
愛知県岡崎市市
場町字東町１３番
地

登録年
月日

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２８
年８月
８日

愛媛県
第１２９０
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

１５苦土
炭酸石
灰

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

東方工業株式会
社
佐賀県佐賀市高
木瀬東二丁目１３
番１０号

平成２８
年８月
８日

愛媛県
第１２９１
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

１５粒状
苦土炭
酸石灰

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１５．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

東方工業株式会
社
佐賀県佐賀市高
木瀬東二丁目１３
番１０号

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３４
年９月
１日

愛媛県
第１２７７
号

魚かす
粉末

魚かす
肥料

窒素全
量７．５
りん酸
全量
７．５

該当無
し

金谷和佳
愛媛県宇和島市
弁天町２丁目２
番２号

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号

６４５
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次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９６９号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９７０号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２８年８月２６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第９７２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２８年８月２６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第９７３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２８年８月２６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３１
年９月
５日

愛媛県
第１２６７
号

魚廃物
加工肥
料

遊子漁
協魚廃
物加工
肥料

窒素全
量４．５
りん酸
全量
４．６

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
は、公
定規格
のとお
り

遊子漁業協同組
合
愛媛県宇和島市
遊子２５４８番地

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３４
年９月
１５日

愛媛県
第１２２４
号

混合石
灰肥料

くみあ
い粒状
土壌改
良用混
合石灰
２０

アルカ
リ分
４５．０
く溶性
苦土
１０．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は、
公定規
格のと
おり

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３４
年９月
１５日

愛媛県
第１２２５
号

副産石
灰肥料

粒状シ
ェルス
ター

アルカ
リ分
４８．０

含有を
許され
る有害
成分の

株式会社研農
高知県高知市萩
町１丁目９番４８
号

最大量
及びそ
の他の
制限事
項は、
公定規
格のと
おり

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ヤエス 株式会社ヤエス愛媛営業所 愛媛県東温市見奈良１５３２番地 平成２８年７月１５日 福祉用具貸与

株式会社ヤエス 株式会社ヤエス愛媛営業所 愛媛県東温市見奈良１５３２番地 平成２８年７月１５日 特定福祉用具販売

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ヤエス 株式会社ヤエス愛媛営業所 愛媛県東温市見奈良１５３２番地 平成２８年７月１５日 介護予防福祉用具
貸与

株式会社ヤエス 株式会社ヤエス愛媛営業所 愛媛県東温市見奈良１５３２番地 平成２８年７月１５日 特定介護予防福祉
用具販売

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号

６４６
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�愛媛県告示第９７４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２８年８月２６日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第９７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社アコンプリシー ショートステイ 笑歩会 伊予 愛媛県伊予市湊町字本町８１番地１ 平成２８年７月７日 短期入所生活介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社アコンプリシー ショートステイ 笑歩会 伊予 愛媛県伊予市湊町字本町８１番地１ 平成２８年７月７日 介護予防短期入所
生活介護

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 節安下鍵山線
北宇和郡鬼北町大字父野川上９３１番１地先から

同大字１０５４番２まで

旧 ３．２～４８．２ ０．１８８

新 ６．６～７６．１ ０．１８８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 節安下鍵山線
北宇和郡鬼北町大字父野川上９３１番１地先から

同大字１０５４番２まで
平成２８年８月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲野村線
大洲市森山乙３５８番６から

同市森山乙３５９番１まで

旧 １９．０～２２．０ ０．０５０

新 ２３．０～３２．０ ０．０５０

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号
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�愛媛県告示第９７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成２８年６月１２日から８月１３日までの間に実施した技能検定の合格者は、次のとお

りである。

平成２８年８月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 坊屋敷小田線
喜多郡内子町立石３７２番から

同町立石３３５番まで

旧 ４．０～８．９ ０．０９５

新 ９．６～１９．３ ０．０９５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 坊屋敷小田線
喜多郡内子町立石３７２番から

同町立石３３５番まで
平成２８年８月２６日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２８年８月１０日 ＮＰＯ法人 一貫洞 矢 上 眞 理 松山市中野町甲３５１番地３ この法人は、地域住民に対し、多世代交流・多
機能型福祉拠点としての事業を行い、地域福祉
に寄与することを目的とする。

造園（造園工事作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０

Ａ甲 １１ Ａ甲 １３ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １８ Ａ甲 １９

Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２２

機械加工（普通旋盤作業）

３級

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号
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受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５

機械加工（数値制御旋盤作業）

３級

受 検 番 号

Ｂ １

機械加工（マシニングセンタ作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ｃ １ Ｃ ２

機械検査（機械検査作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ７ Ｂ １

Ｃ １

電子機器組立て（電子機器組立て作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８

建築大工（大工工事作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５

左官（左官作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７

塗装（金属塗装作業）

３級

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号
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人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則１３－１７７
不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年８月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則

不利益処分についての審査請求に関する規則（愛媛県人事委員会規則１３－１１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

受 検 番 号

Ａ甲 １

フラワー装飾（フラワー装飾作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３

Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８ Ａ甲 １９

Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２３ Ａ甲 ２４ Ａ甲 ２５

Ａ甲 ２６ Ａ甲 ２７

改 正 後 改 正 前

第６条 省略

（審理の計画的進行）

第６条の２ 当事者及び代理人並びに委員会は、円滑かつ迅速で公

正な審理の実現のため、審理において、相互に協力するととも

に、審理の計画的な進行を図らなければならない。

第８条 省略

（審理の終了）

第８条の２ 委員会は、必要な審理を終えたと認めるときは、審理

を終了するものとする。

２ 前項に定めるもののほか、委員会は、次の各号のいずれかに該

当するときは、審理を終了することができる。

� 審査請求人から第４８条第２項に規定する反論書が同項に規定

する期日までに提出されない場合において、委員会が更に一定

の期間を定めて反論書の提出を求めたにもかかわらず、当該提

出期間内に提出されなかつたとき。

� 審査請求人及びその代理人が共に口頭審理の期日に正当な理

由がなくて出席しないとき。

３ 委員会は、前２項の規定に基づき審理を終了したときは、速や

かに、その旨を当事者に通知するものとする。

（審査請求の取下げ）

第９条 省略

２・３ 省略

４ 委員会は、受理した審査請求が取り下げられたときは、その旨

を処分者に通知するものとする。

（委員長の指揮権）

第１９条 省略

２・３ 省略

第６条 省略

第８条 省略

（審査請求の取下げ）

第９条 省略

２・３ 省略

（委員長の指揮権）

第１９条 省略

２・３ 省略

愛 媛 県 報平成２８年８月２６日 第２８０２号
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選挙管理委員会告示

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第５３号
個人演説会等を開催することができる施設として市町村選挙管理委員会が指定した施設（平成２２年１月愛媛県選挙管理委員会告示第７号）

の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２８年８月２６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

４ 委員長は、事案の性質、証人の心身の状態、証人と当事者又は

代理人との関係その他の事情により、証人が当事者、代理人又は

傍聴人の面前で陳述することで圧迫を受け精神の平穏を著しく害

されるおそれがあると認める場合であつて、相当と認めるとき

は、当事者、代理人又は傍聴人との間で、相互に相手の状態を認

識することができないようにするための措置をとることができ

る。この場合においては、当事者及び証人の意見を聴くものとす

る。

（再審の手続）

第５５条 第６条の２、第７条、第８条の２から第１１条まで、第４章

及び第５章の規定は、再審の場合について準用する。

（再審の手続）

第５５条 第７条、第９条 から第１１条まで、第４章

及び第５章の規定は再審 の場合について準用する。

改 正 後 改 正 前

施設の名称 施設の所在地 定員（人） 施設の名称 施設の所在地 定員（人）

省略 省略

新居浜市大島交流セ

ンター
省略

新居浜市大島交流セ

ンター
省略

新居浜市総合文化施

設

新居浜市坂井町二丁

目８番１号
７０６

省略

省略

平成２８年８月２６日 発行
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